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北陸新幹線開業後、北陸と関西の結びつきはどう変わったか 
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要旨 

2018 年３月 14 日に北陸新幹線（長野・金沢間）は開業３周年を迎えた。これまで東京・金沢間の移動には

約４時間を要していたが、約２時間に短縮された。それにより、多くの観光客やビジネス客が北陸を訪れたこ

とで、交流人口が大幅に増加している。 

北陸新幹線開業後３年間が経ち、北陸と関西の結びつきはどう変わったのだろうか。本稿では、大学進学

先や就職先などの「人」の流れに着目して分析を行った結果、北陸新幹線開業後、北陸と関東との結びつき

が強くなっている一方で、関西との結びつきは相対的に低下していたことがわかった。 

現在関西では、北陸新幹線だけでなく、様々な交通インフラの整備計画が進行中である。財源の確保や、

関係者間の利害調整など、いくつもの壁を乗り越える必要があるが、これらの事業は、国内に点在する地域

資源を結び付け、新たなイノベーションを生むだけでなく、海外と国内地域を結ぶ交通ネットワークにも大き

な経済的インパクトをもたらす可能性を秘めている。グローバルに開かれた日本経済を支える屋台骨として交

通インフラ整備を位置づけ、より俯瞰的な視点から、検討を行うべきであろう。 
 
  

１.はじめに 
 

2018 年３月 14 日に北陸新幹線（長野・金沢間）は開業３周年を迎えた。これまで、東京・金沢間の移動に

は３時間 47 分を要していたが、これが２時間 28 分へと短縮されたことで、開業からこの３年間で多くの観光

客やビジネス客が北陸を訪れ、交流人口が大幅に増加している。 

北陸新幹線開業当初、後藤（2015）は関西への影響について、この長野・金沢間開通によって北陸３県

(福井県・富山県・石川県)と関東間の関係性は強化される一方、関西間との関係性は相対的に弱くなる可能

性があると指摘していた1。開業から３年が経った今、果たして、北陸新幹線開業により、北陸と関西の結びつ

きはどう変わったのだろうか。本稿では、北陸新幹線（長野・金沢間）開業後３年間における北陸から関西・関

東への「人」の流れが果たしてどのように変化したのか、統計データを用いて検討した2。 
  
 

２.北陸新幹線開業後の輸送実績 
 

はじめに、国内の新幹線全線における旅客数の動向を概観する。図表 1 をみると、旅客数は年々緩やか

に増加しており、とりわけ 2015 年度は前年比 9.9％と大幅に増加している。内訳を見ると、北陸線が 5.3％ポ

イントと半分以上を占めており、全体の旅客数増加に大きく寄与したことがわかる。また、JR 西日本金沢支社

が発表した北陸新幹線(上越妙高～糸魚川間)の利用者数も、2014 年度は 3,140 千人であったのが、2015

                                                   
1 後藤孝夫（2015），アジア太平洋研究所編『アジア太平洋と関西 関西経済白書 2015』丸善プラネット株式会社 p.118. 

2 本稿では、府県単位の統計を用いて大まかな傾向を把握することを目的としているが、厳密に延伸の経済効果を検証する
には、より詳細なデータを用いた実証分析を行う必要があろう。 
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年度には 9,258 千人と開業を境に約３倍と大幅に増加している。以降、微減はするものの 8,000 千人超を維

持している（図表 2）。 
  

図表 1 新幹線旅客数の路線別寄与度       図表 2 北陸新幹線利用者数の推移 

    

出所：国土交通省「鉄道輸送統計調査」より作成 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．開業後の関西とのつながりの変化 

(1)大学進学先の変化 
 

本節では、地域間のつながりについて、「人」の流れの変化に着目する。図表 3 は北陸３県(福井県・石川

県・富山県)出身者について、北陸から関西(２府１県)、関東(１都５県)への大学進学率の推移を示したもので

ある。これを見ると、2014 年度以降、関東への進学率が上昇し、関西への進学率は年々低下しているように

見える。図中には、それぞれ 2003～13 年までの実績値から予想されるトレンドを破線で示しており、関東はト

レンド(破線②)から上方に乖離がみられる一方で、関西はトレンド(破線①)から下方への乖離がみられる。こ

こから、北陸新幹線の開業以降、北陸３県の高校生の関東志向が年々高まっている一方で、関西志向が薄

れているといえよう。 
  

図表 3 北陸３県から関西、関東への大学進学率の推移(2003～2017 年度) 

  

注１：それぞれの地域の定義は以下の通り。関西→京都・大阪・兵庫の２府１県、 

関東→東京、埼玉、群馬、千葉、神奈川、茨城の１都５県 

注２：推計値は 2003～13 年までのデータを用いた予測値である 

出所：文部科学省「学校基本調査」より作成 
 
 
 

また、新幹線の新駅ができた富山県・石川県についてみると(図表３右)、地理的に、もともと関東志向が強

かった富山県では、その傾向がより高まっていることがわかる。新聞報道によると、これまで富山県東部の高

校は関東、西部では関西の大学への進学志向が強かったが、県西部でも関東志向が高まっており、新幹線
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開業後は毎年５％程度関東を志望する学生が増加する一方で、関西は減少しているという3。加えて、石川県

でも、2014 年度以前は関西の大学への進学率が関東と同程度か上回っていたものの、2015 年度以降、逆

転し、足下まで継続していることが注目される。大学選択は、その後の就職や結婚、子育て、家の購入といっ

たライフイベントの意思決定に大きな影響を与える。今後も若者が関東へと吸収され続けるのであれば、将来

的に関西にとって大きな損失であるといえよう。 
 
 
 

(2)就職先の変化 
 

次に、大学生の就職先の変化を確認する。図表 4 は金沢大学、富山大学の学部卒業生の就職先を地域

別に示したものである。これをみると、就職先として関東の企業を選択する学生が 2014 年度卒より大幅に増

加していることがわかる。これは、2015 年の新幹線開業をあらかじめ見越して企業が前倒しで採用活動を行

ったことも一因であろう。関西企業への就職は目立った変化はなく、６％程度でほぼ横ばいから微増している。

一方、北陸地域では総雇用者数が 240 万人(2014 年)から 242 万人(2015 年)へ微増しているにも関わらず、

地元企業への就職率は 2014 年以降低下しており、関東への就職率と対照的な動きとなっている4。 

まとめると、金沢・富山の学部卒業生の就職先は、地元企業から関東の企業へとシフトしているといえよう。

こうした状況の中、関西は比較的健闘しているといえるかもしれない。しかし、高齢化と人手不足が進む中、

今後は府県をまたいだ人材獲得競争が、より激しさを増していく。関東に本社を置く企業の人気が高まれば、

関西企業への就職者数は将来的に減少する可能性もある。 
 
  

図表 4 金沢・富山大学の学部生の就職先の推移(2012～2016 年度) 

【実数】                 【構成比】 

  

出所：金沢大学「進路状況調査書」、富山大学「地域別就職状況」より作成 
   

(3)旅客流動の変化 
 

最後に、交流人口について確認する。国土交通省が調べた 2014 年度から 2015 年度の旅客流動数をみ

ると、北陸３県から関東への旅客数(交流人口)は、183.4 万人から 389.0 万人と２倍以上増加(112.1％)する

一方、関西への旅客数は 4.9％の増加にとどまっている（図表 5）。先述したとおり、新幹線開業により金沢・

東京間の所要時間が３割以上短縮されたこと、在来線からの乗り換えの解消などから、関東を訪問する大き

な動機になっていることは間違いない。また、図表 5では、富山発関西着の旅客が▲6.9 万人と減少している

が、これは特急「サンダーバード」の金沢・富山間の運行がなくなったことによるものであろう。これも関西と北

陸の結びつきが希薄化した一例といえるのではないだろうか。 

                                                   
3 日本経済新聞、2018 年 3 月 7 日付朝刊(北陸地域面)より。 

4 総雇用者数 「総務省 労働調査」より 
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他方で、こうした旅客流動は企業活動にも影響を与えると考えられる。例えば、東京に本社を置く多くの大

手企業では、これまで関西支社が金沢や富山の管轄であったが、今後東京本社がその役割を担う可能性も

考えられる。そうなれば、北陸からの出張先が東京本社へと移り、ビジネスの拠点としての関西の地位が今後

低下する可能性も現実味を帯びてこよう。この点については、物流（鉄道・長距離トラック等）のデータも検討

する必要があろう。 
  

図表 5 北陸３県と関西・関東間の旅客流動の比較 

 
注：JR 利用者(定期・定期外合計)について集計 

関西→京都・大阪・兵庫の２府１県、関東→東京・埼玉・群馬・千葉・神奈川・茨城の１都５県、 

中部→長野・岐阜・静岡・愛知・三重の５県 

出所：国土交通省「貨物・旅客地域流動調査」より作成 
   

４．今後の課題と対策 
 

本稿では、北陸新幹線開業からの３年間で、北陸地域の学生の大学進学率や就職先、交流人口といった

「人」の流れの変化を確認した。その結果、北陸と関東との結びつきが強くなっている一方で、関西との結び

つきは相対的に希薄化している状況が伺えた。これは、交通網の整備によって、それまで地域の拠点となっ

ていた都市が、路線上のより大きな大都市の経済圏(ここでは首都圏)に取り込まれ、ヒト・モノ・カネが吸い上

げられる「ストロー効果」が生じたとみることができよう。この傾向が今後も続くのであれば、不可逆的な事態す

ら懸念され、関西経済にとって大きなマイナスになると考えられる5。 

北陸新幹線は 2022 年度末に金沢・敦賀間開業が予定され、更に 2017 年 3 月に敦賀・大阪間のルートが

決定された（図表 6、7）。関西、北陸、関東が新幹線で一本につながることにより、広く回遊できるようになれ

ば、交流が更に盛んになることが期待できる。しかしながら、敦賀・大阪間の開通は、現在のところ、財源確保

に目処が立っていないことから、2030年度北海道新幹線の札幌開業後の 2031年着工、2046年開業が想定

されている。まだ 30 年近く先のことである。その間も、北陸と関西とのつながりは希薄化が進み、北陸と関東

とのつながりは強化され続けるのだろうか。 

関西の自治体・経済界は、2030年度頃までの大阪開業を目標とした要望や機運醸成活動の強化に取り組

んでいる。昨年 12 月 5 日、関西広域連合・京都府・大阪府・関経連の共催による大阪早期開業に向けた決

起大会・要望活動が行われた。今年 5 月９日には、大阪や金沢など７つの商工会議所が開催した「北陸・関

西連携会議」の第６回会合において、北陸新幹線全線開業のスケジュールの前倒しを求める共同アピール

が決議された6。他方、現在関西では、北陸新幹線だけでなく、新大阪から梅田、中之島、難波を通して関西

国際空港まで直結させる「なにわ筋線」の建設計画が進められており、2031 年春の開業が予定されている。

その６年後の 2037 年には、リニア中央新幹線の大阪延伸も見込まれている。さらに、2025 年万博の大阪・関

西誘致、統合型リゾート(IR)誘致を背景とした複数の鉄道延伸計画も検討されている。 

いうまでもなく、これらの計画の実現のためには、必要となる財源の確保や、関係者間の利害調整など、い

くつもの壁を乗り越えなければならない。個々の事業としての採算性も厳しく問われることになろう。しかし、こ

                                                   
5 関東の雇用機会や学生の大都会志向なども要因として考えられるため、多変量回帰分析で確認する必要がある。  

6 関西広域連合、関西経済連合会、大阪商工会議所のホームページより。 

(単位：千人、%)

発／着 関西 関東 関西 関東 関西 関東 関西 関東

富山 622 696 553 1,470 -69 774 -11.0 111.3

石川 1,202 695 1,354 1,970 152 1,275 12.7 183.5

福井 1,432 444 1,509 450 77 7 5.4 1.5

北陸3県計 3,256 1,834 3,416 3,890 160 2,056 4.9 112.1

2014年(千人) 2015年(千人) 2014→15(差) 2014→15(伸び率)
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れらは、国内に点在する地域資源を結び付け、face-to-faceのコミュニケーションを通じて新たなイノベーショ

ンを生むだけでなく、海外と国内地域を結ぶ交通ネットワークにも大きな経済的インパクトをもたらす可能性を

秘めている7。以上述べたように、関西経済の活性化という視点にとどまるものではなく、グローバルに開かれ

た日本経済を支える屋台骨として交通インフラ整備を位置づけ、より俯瞰的な視点から、今一度検討すべき

ではないだろうか。 

 

図表 6 北陸新幹線整備の経緯と今後の予定       図表 7 北陸新幹線のルート 

    

出所：国土交通省鉄道局資料より作成  
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・本レポートは信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。ま

た、記載された内容は、今後予告なしに変更されることがあります。 

 

                                                   
7 新幹線の開業で沿線事業所のイノベーション活動が向上したことを示唆する研究として、井上寛康・中島賢太郎・齊藤有
希子（2016）「高速鉄道による時間距離短縮がイノベーション促進に果たす役割について」 国土交通省国土政策研究支
援事業報告書がある。 

注：2018 年 3 月 26 日アクセス時点 

出所：石川県ホームページより転載 


